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概要
食に関する知識尺度を用い，中高生に対して調査を
実施することで，食に関する知識獲得に対する探索的
な検討を行った．調査の結果，中高生の添加物・安全
性に関する知識は，他の知識よりも尺度の基準集団で
ある大人に近いことが示された．このことは，一般消
費者が高等学校卒業後，添加物・安全性に関する知識
をあまり獲得していないことを示唆するものである．
キーワード：食品安全，項目反応理論 (IRT)

1. はじめに
食の安全について社会的関心が寄せられるように
なって久しい．しかし，一般消費者の食に関する知識
は十分であるとは言えず，しばしば，誤った知識に基
づく判断を行っている [1, 2]．このような現状は，世界
的な食糧不足が懸念される中 [3]，フードロスの増加と
いう深刻な社会問題を増大させる要因となっている．
食に関する知識におけるこれまでの研究では，誤っ
た知識に基づく判断の原因として，二重過程理論（た
とえば，[4, 5]）に基づく思考様式が影響していること
が示されてきた [6, 7]．つまり，直感的な思考様式であ
る System 1を好んで用いる人よりも，熟考的な思考
様式である System 2を好んで用いる人の方が，正し
い知識を獲得しやすい．著者らも，これまでの一連の
研究において，食に関する複数の知識尺度を作成し，
思考様式と知識獲得の関連を検討しており [8, 9]，先
行研究と一貫した知見が得られている．
では，何故，あるいは，どのような経緯で，食に関
する知識において，System 1を好んで用いる人が誤っ
た知識に基づく判断を行いやすいのだろうか．System

1 による意思決定は，ヒューリスティックや直感を用
いた意思決定が影響を与えていることを考えると，一

般消費者がこれまでに獲得してきた知識が影響を与え
ていることが考えられる．仮に，一般消費者が獲得し
てきた知識が，食に関する知識を判断する上で有用で
ないか，誤った知識であった場合，System 1による意
思決定は誤った判断を導きやすくするだろう．
これを検討する上で，一般消費者が有している食
に関する知識を測定する必要がある．そのため，前述
の通り，著者らのこれまでの取り組みでは，測定指標
（尺度）を作成した [9]．ただし，これらの尺度は一般
消費者を基準集団とした，相対的な評価を行うもの
である．一般消費者の知識の偏りについて明らかにす
るためには，他の集団と比較する必要がある．なお，
本稿で扱う一般消費者とは，成人した社会人（専業主
婦・主夫を含む）を指す．
そこで，本研究では当該尺度を用いて，中学生，お
よび，高校生と比較することで一般消費者の知識の偏
りを探索的に検討した．なお，当該尺度は 4 種類あ
り，それぞれ，食品に関する構成概念に基づいて作成
されている．これら 4種類の構成概念は，食品・安全
性（食品に関する安全性やリスクに関する知識），食
品・一般（食品に関する一般的な知識），添加物・安
全性（添加物に関する安全性やリスクに関する知識），
添加物・一般（添加物に関する一般的な知識）である．
中学生や高校生の食に関する知識が，一般消費者で
ある大人と比較して低くなることは容易に予測でき
る．その一方で，その差異，すなわち，知識量の乖離
の大きさは，尺度間で異なるかもしれない．本研究で
はこの違いを明らかにすることが主な目的である．
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2. 方法
2.1 調査対象者
中学生 251人（男性 119人，女性 132人，平均年齢

12.99歳，SD = 0.76，12歳～15歳），高校生 122人
（男性 35 人，女性 87 人，平均年齢 17.09 歳，SD =

0.72，16歳～18歳）を対象に，後述の課題を実施した．

2.2 課題
食の知識に関する尺度 [9] を用いた．この尺度は，
前述の通り，4 種類の構成概念に基づき，4 種類の尺
度から構成されている．また，各尺度は，複数の問題
項目で構成されており，全ての問題項目は正解が設定
された 3者択一の選択問題である．
調査対象者は，食品・安全性（12問），食品・一般

（9 問），添加物・安全性（9 問），添加物・一般（10

問）の各尺度の問題，合計 40問と，24問の問題項目
と同形のフィラー問題を加えた合計 64問の問題に取
り組んだ．

2.3 手続き
調査対象者は，Webシステムを介した調査，もしく
は，紙媒体による調査のいずれかによって前述の課題
に取り組んだ．
はじめに，全ての調査対象者は調査に関する説明
を受け，調査の趣旨に同意した対象者のみが調査に協
力した．調査では，前述の課題 64 問に取り組んだ．
なお，問題項目の提示順はランダムであった．全て
の問題項目に回答後，調査対象者は認知反射テスト
（CRT[10]）にも取り組んだが，CRTは予備的に取得
したものであったため，以降では CRTについては扱
わない．
3. 結果
本研究で用いた尺度は，項目反応理論を適用して作
成された尺度である．したがって，尺度ごとに，各問
題項目の困難度と識別力（これらを項目パラメタとよ
ぶ）のパラメタ推定がされており，これらの項目パラ
メタを用いることで，個人ごとのスコア（潜在特性値
θ）を推定することが出来る．つまり，調査対象者ご
とに，各尺度に対応した 4種類の潜在特性値 θを算出
することができる．なお，潜在特性値 θは基準集団の
平均を θ = 0とし，平均より高い対象者は正数で，平
均より低い対象者は負数で表現される．この尺度の基

準集団は成人社会人であり，これは本研究で対象とす
る一般消費者と等しい集団である．
本研究では，各尺度の項目パラメタを用い，ベイズ
推定により調査対象者ごとの潜在特性値 θ を推定し
た．潜在特性値 θ はモデルに基づく推定値であるた
め，極端な回答パターンなどでは，適合しないこと
がある．そこで，推定された潜在特性値 θ ごとに適
合度 z3を求め，この適合度の絶対値が 2より大きい
（|z3| > 2.0）尺度が 1つでも存在した調査対象者を以
降の分析から除外した．その結果，中学生では 214人，
高校生では 112人が分析対象となった．
以上の分析により，中学生の調査対象者における
各尺度の潜在特性値 θ の平均は，食品・安全性が θ =

−.57 (SD = .51)，食品・一般が θ = −.42 (SD = .47)，
添加物・安全性が θ = −.22 (SD = .55)，添加物・一
般が θ = −.75 (SD = .63)であった．また，高校生の
調査対象者における各尺度の潜在特性値 θ の平均は，
食品・安全性が θ = −.59 (SD = .55)，食品・一般が
θ = −.50 (SD = .47)，添加物・安全性が θ = −.19

(SD = .54)，添加物・一般が θ = −.51 (SD = .61)で
あった．対象グループ（中学生，高校生）ごと尺度ご
との潜在特性値 θの平均を図 1に示した．
中学生や高校生の知識は，基準集団とどの程度の差
異があるのだろうか．また，その差異は尺度によって
どのように異なるのだろうか．これを検討するため
に，対象グループを参加者間要因（対象グループ要因，
2 水準），尺度を参加者内要因（尺度要因，4 水準）
の 2 要因混合要因計画による分散分析を実施したと
ころ，対象グループ要因の主効果（F (1, 324) = 1.26,

ns., η2
p
= .004）は有意ではなかったが，尺度要因の主

効果（F (2.88, 933.84) = 37.82, p < .001, η2
p
= .105），

および，交互作用（F (2.88, 933.84) = 5.00, p < .01,

η2
p
= .015）が有意であった．単純主効果の検定の結

果，添加物・一般における対象グループ要因の単純
主効果が有意であり（F (1, 324) = 10.39, p < .01,

η2
p
= .031），中学生より高校生の方が潜在特性値 θ

が高いことが示された（なお，参加者内要因におい
て球面性の仮定が棄却されたため，ϵ による自由度
の調整を行った）．また，中学生おける尺度要因の単
純主効果（F (2.89, 614.63) = 37.69, p < .001, η2

p
=

.150），および，高校生における尺度要因の単純主効
果（F (3, 333) = 13.00, p < .001, η2

p
= .105）が有意

であった．これらについて，Holmの方法による多重
比較の結果，中学生では添加物・安全性 > 食品・一
般 > 食品・安全性 > 添加物・一般の順で有意に潜
在特性値 θ の値が高かった（ps < .05）．また，高校
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図 1 対象グループごと尺度ごとの潜在特性値 θの平均．エラーバーは標準誤差．
生では添加物・安全性が，他の 3種類の尺度より有意
に潜在特性値 θの値が高かった（ps < .05）．
4. 考察
分散分析の結果から，以下の 2点が明らかになった．
第 1に，添加物・一般の知識について，効果量はあま
り大きいとは言えないものの，中学生と高校生の間で
違いがあるという点である．一般に，中学生や高校生
が食に関する知識を獲得する機会は多いとは言えな
いだろう．このことは，添加物・一般以外の尺度では
違いは認められなかったことからも推察される．この
違いについて，本研究では明確にすることが出来ない
が，学校教育における科学的な学習効果が影響してい
ることが考えられる．添加物に関する知識は，化学に
関する知識と関連しているものも多く，中学校教育か
ら高等学校教育における知識獲得が影響を与えていた
のかもしれない．
第 2に，中学生と高校生では尺度間の差異のパター
ンに違いがあるものの，添加物・安全性についての知
識は他の知識と比較して明らかに高いという点であ
る．この点を検討する上で，潜在特性値 θが負数であ
るということが重要となる．すなわち，中学生や高校
生は全体的に基準集団よりも潜在特性値 θは低いもの
の，添加物・安全性については他の知識よりも基準集
団に近いことを意味している．換言すると，一般消費

者が高等学校卒業後，添加物・安全性に関する知識を
あまり獲得していないことを示唆している．
では，何故，添加物について学習する知識（一般）
と，学習しない知識（安全性）があるのだろうか．仮
に添加物についての知識が，日常的に接する，あるい
は，直面する態度が影響を与えるならば（すなわち，
中高生よりも大人の方がより生活に密着した食品に対
する知識を要求されるならば），食品の知識のように
中高生と大人で差異がみられるだろう．実際，添加物
についての一般的知識はこれで説明できるかもしれな
い．しかし，安全性に関しては上述では説明できない．
安全性に関しては，何らかの学習を阻害する要因が存
在し，これが影響を与えていることも考えらえる．今
後はこの点に焦点を当てて検討していく必要があるだ
ろう．
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